
日本船舶・船員確保計画の認定について（予算上の支援措置） 資料２－２

　 交通政策審議会海事分科会ヒューマンインフラ部会の答申を受けまして、船舶運航事業者が改正海上運送法に基づき日本船舶船員確保計画を策定
し、船員の確保・育成を計画的に推進する船員計画雇用促進事業を平成２０年度からスタートさせました。
　 このうち、平成２１年度を開始年度とする計画について、受付期間中に３４事業者から認定申請がなされ、その全てについて平成２１年３月２７日に国土交
通大臣の認定がなされました。

１．認定を受けた３４事業者の計画のポイント

○　３～５年の計画期間中に２７６人（うち船員未経験者１７６人、船員経験者１００人）の船員を採用する予定である。

○　期間中の退職予定者である１８５人を差し引いても、９１人の船員が純増する計画である。

○　船員未経験者のうち、一般高校卒業生等の船員教育機関卒業生以外の者が半数以上を占めている。

○　新たな船員供給源である退職自衛官８人、女性船員６人を採用する計画が含まれている。

２．認定の内訳

（１）業種別内訳
平成２０年度開始分 平成２１年度開始分 合　　計

貨物船 　　　　　９１事業者 　　　　　２５事業者 　　　　１１６事業者

旅客船 　　　　　２２事業者 　　　　　　９事業者 　　　　　３１事業者

合　計 　　　　１１３事業者 　　　　　３４事業者 　　　　１４７事業者

（２）計画期間別内訳
平成２０年度開始分 平成２１年度開始分 合　　計

３年 　　　　　６６事業者 　　　　　２８事業者 　　　　　９４事業者

４年 　　　　　　４事業者 　　　　　　１事業者 　　　　　　５事業者

５年 　　　　　４３事業者 　　　　　　５事業者 　　　　　４８事業者

合　計 　　　　１１３事業者 　　　　　３４事業者 　　　　１４７事業者

（３）事業内容別内訳
平成２０年度開始分 平成２１年度開始分 合　　計

グループ化の促進に係る事業 　　　　　　　９件 　　　　　　　１件 　　　　　　１０件
船員の資格取得促進に係る事業 　　　　　　６２件 　　　　　　　８件 　　　　　　７０件
新規供給源からの採用促進に係る事業 　　　　　　９７件 　　　　　　２３件 　　　　　１２０件
船員の計画雇用促進に係る事業 　　　　　　８９件 　　　　　　２２件 　　　　　１１１件
※１つの事業者が複数の事業を行う場合がある。

（４）認定事業者が計画期間中に採用しようとする船員未経験者の内訳
平成２０年度開始分 平成２１年度開始分 合　　計

船員教育機関卒業生 　　　　　　６５０人 　　　　　　　８２人 　　　　　　７３２人

船員教育機関卒業生以外 　　　　　　６８８人 　　　　　　　９４人 　　　　　　７８２人

（うち退職自衛官） 　　　　　　（１９人） 　　　　　　　（８人） 　　　　　　（２７人）

合　　　計 　　　　１，３３８人 　　　　　　１７６人 　　　　１，５１４人
（うち女性船員数） 　　　　　　（３４人） 　　　　　　　（６人） 　　　　　　（４０人）

※平成２０年度開始分の人数は、３月２７日までの計画変更を含んだ人数である。
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